
令和８年度海外市場開拓緊急支援事業補助金実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 県内中小事業者の売上はコロナ禍以降回復傾向にあるものの、昨今の物価高

や人件費の上昇等により、経営を取り巻く環境はますます厳しくなっている。加え

て、国内市場はすでに縮小傾向であり、ターゲットとなる海外市場も一部飽和傾向に

ある中において、本県としては新たな市場開拓を進めていく必要がある。そのような

中、県内事業者等が率先して新たな市場開拓にチャレンジするための取り組みを支

援し、県産農林畜水産物等の輸出拡大及び県内事業者の利益拡大を後押しすること

を目的として、予算の範囲内において補助金を交付する。 

  この事業の実施については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３

４号。以下「規則」という。）及び熊本県商工労働補助金等交付要項（以下「要項」

という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。 

 

（補助事業の種類及び対象者） 

第２条 本要領に基づき交付する補助事業の種類及び対象者は、次表のとおりとする。 

 対象となる事業は、県産農林畜水産物及びその加工品に関する事業とする。 

  ただし、熊本酒造組合及び球磨焼酎組合に加入している酒造業者は対象外とする。 
 

補助事業の種類 対象者 

海外新市場開拓支援 

事業補助金 

先駆的に海外新市場の開拓に取り組む県内事業者 

※対象国は、原則として県産品の輸出が比較的進んで

いる国・地域（香港、台湾、中国、タイ、シンガポー

ル、アメリカ）を除く国を想定 

海外新市場テストマーケ 

ティング支援事業補助金 

県が指定する国における、県産品の輸出拡大を目的と

したテストマーケティング（物流試験、ニーズ調査等）

に取り組む県内事業者及び輸出支援団体・企業等 

※国の指定については、別途募集要領等に記載する 

 

（補助対象経費等） 

第３条 補助対象経費、実施主体及び補助率又は補助金額は、要領別表のとおりとする。 

２ 補助対象経費は、補助金交付決定の日から令和９年（２０２７年）２月２８日（日）

までに支出した経費とする。 

３ 次の各号に掲げる経費については、補助対象経費としない。 

 ・国、都道府県及び市町村等により別途、補助金、委託費等が支給される事業に係る

経費 

 ・施設整備等に係る経費（施設等の設置又は改修に必要な経費、土地、建物等を取得

するための経費） 

 ・汎用性があり、目的外使用になり得るものの取得費用等（事務用パソコン、プリン

タ、タブレット端末、デジタル複合機、日本語パンフレットなど） 

 ・経費の支払時に発生する振込手数料、代引き手数料（ただし、経費の支払先が振込

手数料を負担した場合、その金額分の値引きがあったものと見なし、値引き後の額

を補助対象とする） 

 ・消費税及び地方消費税 



 ・本事業に使用したものとして明確に区別できない経費 

 ・茶菓、飲食、奢侈、娯楽、接待の費用 

 ・海外での直接的な販売経費や原材料費に関する補填など、貿易歪曲化に該当しうる 

経費 

・上記の他、本事業を実施する上で必要とは認められない経費 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 要項第３条第２項第１号に規定する事業計画書は様式１とし、交付申請に当

たっては、次の書類を提出するものとする。 

（１）交付申請書（要項別記第１号様式） 

（２）事業計画書（本要領様式１―１又は様式１－２） 

（３）収支予算書（要項別記第２号様式） 

（４）経費積算の根拠資料（見積書の写し、料金表等） 

（５）事業実施主体の体制がわかる資料（規約、定款、企業パンフレット等） 

（６）直近２期分の決算書（損益計算書、貸借対照表） 

（７）その他（事業計画書補足説明資料等） 

 

（補助事業の内容等変更） 

第５条 要項第５条第１項に規定する変更事由は補助事業内容の主要な部分の変更ま

たは、補助事業対象経費の３０％を超える増減が生じた場合とし、事業変更計画書

は様式１を準用する。 

 

（交付決定の取消し） 

第６条 規則第９条第２項に規定する事由により交付決定の取消しを求める場合は、

様式３によるものとする。 

２ 規則第９条第３項により準用する通知は、様式４とする。 

 

（実績報告） 

第７条 実績報告書の提出期限は、要項第９条第３項の規定にかかわらず、補助事業の

完了の日から起算して１月を経過した日又は令和９年（２０２７年）２月２８日のい

ずれか早い期日までとする。 

２ 実績報告に当たっては、次の書類を提出するものとする。 

（１）実績報告書（要項別記第８号様式） 

（２）事業実績報告書（本要領様式１を準用する） 

（３）収支精算書（要項別記第２号様式を準用する） 

（４）補助対象事業の請求書及び支払いを確認できる書類 

（５）その他（事業の成果を確認できる書類等） 

 

（その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

附則 

この要領は、令和８年４月２８日から施行する。 

 


